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は じ め に

予算管理は，管理会計の初期の段階での調

整とフィードバック・コントロール機能から

発展して，トップ・マネジメントの方針決定

と戦略を表す利益計画を実現するための利益

統制手段として責任単位別の実行計画を立て，

それらを総合し，実現に向けて遂行していく，

という統制機能拡大の方向で展開してきた。

そのなかにあって，フィードフォワード・コ

ントロール機能が意思決定への影響とモチ

ベーション効果の面から重視され，行動会計

研究（BAR）が展開される一方，プロセス

（価値連鎖）や組織内部の可視化を企図する

活動基準予算（ABB）や，組織学習を促し

変化への適応を重視した組織モデルに合致す

る脱予算（Beyond Budgeting）経営，近視

眼的経営から脱却し，中長期的視点に立って

戦略の効果的な落とし込みと実現を企図する

バランスト・スコアカード（BSC）とリン

クした戦略的な予算管理などが新たに説かれ

ている。このように，予算管理の統制機能は

その実効性を高めるため，深化・拡大する方

向で近年展開を見ている。

ここでは，トップ・マネジメントの方針・

戦略決定を表した利益計画と，その既決の枠

組みの下で作成される責任単位別実行計画の

実現統制をはかる予算管理とを峻別し，予算

はあくまでも利益統制機能を遂行するための

仕組みとして理解する。すなわち，一般に予

算の機能として計画・調整・統制の機能があ

げられるが，トップの利益計画と方針が既に

決定されており，予算はそれを実現するため

の利益統制デバイスにほかならず，計画機能

と言われるものも利益統制機能に包摂される

ものである。

こうした理解は溝口一雄教授の見解（たと

えば溝口1963，1965，1966，1969）に見ら

れる。溝口教授は，予算の基本的機能のうち

に「計画の機能」を含むとする見解には与み

しえないと考える。予算の編成は，トップ・

マネジメント段階での経営意志決定たる利益

計画と明確に区別されるべきものであり，す

でに決定された利益計画を前提として行われ

るものであるから，コントロールのプロセス

に属するといわなければならない（溝口

1969，p.37，38）。「予算による管理，バジェ

タリ・コントロールは現
・
段
・
階
・
に
・
お
・
い
・
て
・
は
・
（傍

点―内田）本質的にはプロフィット・コント

ロールであると解する。私はコスト・コント

ロールとプロフィット・コントロールとを相

対的に異なった管理領域として対立せしめ，
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標準原価と予算とをその具体的手段として説

明するのをつねとしている」（溝口1965，p.

59）。ここに溝口教授は，「現段階において

は」という限定付きで解釈を示しているが，

これは計画と統制という２分法的理解に立っ

ていた当時の段階での予算の本質的機能にた

いする理解を示したものである。

今日ではそうした２分法は，Anthonyの

３分法（計画／統制の次元と組織の管理階層

の次元の２次元に基づく概念的枠組み，すな

わち当初の戦略計画，マネジメント・コント

ロール，およびオペレーショナル・コント

ロール，後の戦略策定，マネジメント・コン

トロールおよびタスク・コントロールの概念

区分）以降の新たな枠組みの登場に取って代

わられており，その解釈では，トップの戦略

を受けてその実現のための利益計画を含めそ

の実行計画を下位組織単位ごとに表した予算

の本質的機能は，マネジメント・コントロー

ルへの貢献機能にあると言い換えることがで

きよう。管理会計の機能は，基本的に戦略の

実現とフィードバックを担うマネジメント・

コントロールとの対応関係において理解され

るのである 。

次節では，そうした理解に立ったうえで予

算が本質的機能をはたすうえで重要な要素で

ある財務的業績目標に焦点を絞ってその基本

問題をあらためて考察してみようと思う。

一つには，業績目標レベルをいかなる難易

度に設定するのが有効なのか，という目標の

タイトネスの問題であり，二つには，目標設

定の意思決定に部下の関与をどの程度許容す

るべきかに関連して業績目標をどのような方

式で設定するのが有効なのか，という問題で

ある。企業実践として一般にどのような現状

にあるかにも言及する。

そうした基礎的考察に立って，第 節では，

熾烈な競争環境に直面したときに企業が求め

る「意欲的な高目標」（「ストレッチ・ター

ゲット」または「ハイストレッチ・ターゲッ

ト」）をとりあげ，それをどのような方式で

設定するのが有効かを，国民文化（国民性）

の違いに絡ませて考察する。

財務的業績目標はいかなるレベル

にいかなる方式で設定されるべき

か

ここでは，財務的業績目標がどのような理

解されるべきかをMerchant（1998）および

Merchant & Van der Stede（2003）を手が

かりにして考えてみたい。

Merchantは，目的に応じてコントロール

を，①結果に焦点をあてたコントロール

（results control），②行為に焦点をあてたコ

ントロール（action control），③採用した人

間のタイプ／共有する規範や価値に焦点をあ

てたコントロール（personnel/cultural con-

trol）に大きく３分類し，各コントロール形

式のプラスとマイナスの両面について述べて

いるが，管理会計の研究という本稿の趣旨か

ら，①の結果コントロールの典型である「財

務的結果に焦点をあてたコントロール」

（financial result control）をとりあげる。と

くにここでは，その実効性を左右する財務的

業績目標（financial performance targets）

のあり方について次の３点から考察する。

１ 企業の業績目標は設定されるべきか。

２ 財務的業績目標はどの程度挑戦的であ

るべきか（＝目標のタイトネス）。

３ 財務的業績目標の設定にあたって部下

の影響力をどの程度認めるべきか（＝

目標設定にたいする裁量度）。

１ 企業の業績目標は設定されるべきか。

企業は通常，計画策定および予算編成過程

の開始前にまたはその過程中に，トップ・マ

ネジメントの目標である全社的業績目標を財

務的数値や比率で設定する。

その利点としては，第１に，全社目標はス
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テークホルダーが何を望んでいるのか，企業

の存続のために何が必要なのかをトップ・マ

ネジメントに認識させる業績ベンチマークに

なりうる。第２に，企業の成功への努力目標

となり，その成否を判断し実績のフィード

バックの解釈の質を高めるうえで有用な基準

となりうる。さらに第３に，ミドル・マネジ

メントが計画策定過程に関わる前に彼らに全

社目標を伝達することは，トップが指示した

企業業績目標と事業単位の管理者による予測

との計画ギャップを縮減するうえで有用でも

ある。事業単位の管理者は，トップから指示

された全社的目標を指針にして事業単位の計

画を作成する。そのばあい，もしその計画が

全社的標準を下回る業績を見込むようであれ

ば精査の対象となり，ギャップを埋める方法

が計画見直しの焦点になる。

このように，全社的目標はトップ・マネジ

メントのモチベーションとミドル・マネジメ

ント以下における計画策定過程の行動にプラ

スの影響を及ぼしうる。

もちろん，全社的目標を設定し伝達するこ

とで問題も起こりうる。誤った目標が管理者

に設定されると，意思決定をミスリードしか

ねない。ときに，企業の成長を犠牲にして私

的利益（たとえば高報酬）が追求されかねな

い。またたとえ適切に設定された目標でも，

経済状況や競争条件，あるいは製品構成など

が大きく変化すれば容易に陳腐なものになっ

てしまう。インフレなどの変化要因に柔軟に

調整を図り，企業のもっとも直近の競争相手

との比較で業績目標を示すなどの工夫で，こ

うした目標陳腐化の可能性を最小にすること

ができる。

全社的目標の伝達が業績報告の操作を惹き

起こすという逆機能問題がミドルレベル以下

とりわけロワー・マネジメントで起こること

も指摘されている。駆け引き行動（game-

playing）と呼ばれるものがそれで，その駆

け引きコスト（gameplaying costs）を避け

るために，全社的目標を設定してもロワーマ

ネジメントには伝達しない企業も少なからず

ある。

２ 財務的業績目標はどの程度挑戦的である

べきか。

実行計画である予算の目標レベルはどの程

度困難で，挑戦的であるべきなのだろうか 。

計画設定目的のためには，予算目標は予想業

績（expected performance）に等しく，し

たがって50％の達成確率に設定すべきであ

ろうが，動機づけを中心とする統制・評価目

的に最適な目標はときにまったく異なりうる。

ところが予算実務の調査（Umapathy, 1987,

p.139）では，75％（回答企業393社中294

社）の企業が，計画・調整目的と統制・評価

目的の両目的に同じ予算を利用していること

が判明している（なお他に，予算を計画・調

整目的のためにのみ作成している企業は

13％の50社，統制・評価目的のためにのみ

作成している企業は５％の21社，両目的の

ためにいわゆる二重予算を作成している企業

は少数だが７％の28社であった)。

モチベーションにたいする業績目標の影響

に関しては心理学では目標設定理論（goal-

setting theory）で扱われるが，一般に，産

業界では管理者が高い業績期待値を設定しな

ければ組織の中にあって人は高業績をうまな

いとみられている。むしろ，むちゃ（unrea-

sonable）とも言えるような高い業績目標が

イノベーションをうむのであって，漸進主義

（incrementalism）ではそれを期待できない

という認識が実務では強い。

心理学の研究成果から，目標の難易度とモ

チベーション（業績）との間には図１のよう

な非線形の関係があることが分かっている

（Merchant, 1998, p.388;Merchant & Van
 

der Stede, 2003, p.340）。目標達成があまり

に易しいと感じられたばあい，最小限の努

力・忍耐力・創造力で達成できてしまうため，

財務的業績目標と文化的要因(内田)
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要求水準（したがってモチベーション／業

績）は低いままで上昇しない。難易度のある

閾値レベルを超えると，自分の能力の限界と

感じられる点に到達するまで目標難易度とと

もにモチベーションも上昇していく（なお，

Locke and Latham,1990はそうした線形の

関係を見いだしている多くの実験研究を総括

している）。しかし，その点を過ぎると両者

の関係は弱まりレベルダウンしていく。難易

度が高レベルになると，一般にやる気をそが

れ，目標の達成にコミットする気を失い，次

第に努力しなくなっていく。業績目標がこの

中間レベルの難易度に設定されるとき，モチ

ベーションはもっとも高い。図１のＡ点がそ

れで，それは挑戦的だが達成可能な（chal-

lenging, but achievable）レベルと呼ばれる。

それでは，その最適モチベーションの点，

すなわち目標難易度―業績関係の変化点（屈

折点）はどこにあるのだろうか。難し過ぎる

と感じられ，目標達成へのコミットメントが

失われる点はどこなのであろうか。その点は

個人の成熟度・経験・自信に依存して変化す

るが，一般には，目標がかなり挑戦的である

とき，すなわち目標達成可能性が50％より

かなり小さいと感じられるときに，平均して

最も高い業績が得られるようである（たとえ

ば，Dunbar, 1971; Otley, 1987）。Dunbar

（1971）では，達成可能性が25％から40％の

間に最適点があるといわれている。

しかし，こうした心理学的研究の成果は，

組織の低い階層の人間にたいして目標を設定

するさいの有用な指針とはなるが，企業の

もっとも重要な財務的目標である年次利益予

算にはあてはまりそうにない。

ほとんどの企業では，企業全体のレベルで

あれ利益センターのレベルであれ，年次予算

目標は達成可能性の高い（highly achiev-

able）レベルに設定されている。すなわち，

予算は，通常，挑戦的であるよう設定される

が，コンスタントに高い努力レベルで活動す

るマネジメント・チームであれば80－90％

の可能性で達成できるレベルに設定されてい

る。しかし，だからといって，その達成には

高い能力と絶えざる努力が求められるので，

たとえ達成可能性が高いとしても，易しい目

標と言えるものではない。Umapathy

（1987）の調査でも，予算に示される財務的

目標の難易度は，かなりの能力と努力があっ

てはじめて達成可能性が高くなる「挑戦的レ

ベル」が201社で全体の52％で半数以上を

占め，「ほとんど不可能なレベル」が28社

（７％），「達成レベルをわずかに上回る」が

72社（19％），「ちょうどのレベル」64社

（16％），「比較的易しいレベル」が24社

（６％）であった（Umapathy,1987,p.139)。

組織の全体または事業単位レベルについて

は，マネジメント・コントロール・システム

の他の要素と結合して，達成可能性の高い予

算目標が，計画・調整目的にも，モチベー

ション・統制目的にも有効であると考えられ，

次の５点が利点としてあげられる（Mer-

chant, 1998, pp.388-391;Merchant & Van
 

der Stede,2003,pp.340-343）。達成可能性の

高い予算目標（highly achievable budget
 

targets）は，

第１に，管理者の目標達成へのコミットメ

ントを高める。

図1 業績目標の達成可能性とモチベーション／業
績との関係（Merchant,19 98,p.388）
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第２に，管理者の楽観的見通しによる損害

から企業をまもる。

第３に，意欲的な管理者をうむ。

第４に，上司による組織介入コストを低減

する。

第５に，駆け引きコストを低減する。

第１に，達成可能の高い予算目標は，管理

者の目標達成へのコミットメントを高める。

ほとんどの管理者はかなり不確実な条件の

なかで行動し，その業績は多数の予期せぬ状

況の出現によって影響を受けるものである。

その場合，比較的達成可能性の高い目標は，

予期せぬ不利な状況の影響を受けずにすむよ

うに管理者を相当程度守ることになり，それ

だけにもし目標達成に失敗した場合には弁解

の余地がほとんどなくなる。景気に関係なく，

目標の達成にコミットする以外選択する道は

ない。管理者は，コミットメントを高めるよ

うになるにつれ，失敗説明ための合理化に備

えるよりも，もっと細心の注意をもって予算

計画を作成し，管理により時間をかけるよう

になる。

たいていの企業では一般に１年というよう

に予算業績期間がある程度長いため，予算目

標達成へのコミットメント欠如のコストは高

くつく。高い挑戦レベルに目標が設定されて，

もしマイナスなことが年度初期に起こったと

きには，コミットメントの喪失とモチベー

ションの低下が何ヶ月も続くであろう。その

ようなとき，もし予算目標の達成可能性が高

ければ，相当の不運にも管理者は耐えられる

はずである。

予期せぬマイナスの状況の影響に対抗する

ために別の選択肢として考えられるのは，た

とえば計画期間を短くして１年より短期の目

標を定めることである。しかし，予算目標設

定過程はコスト高になり，短期の利益尺度は

収益と費用の期間配分の数を増やすことにな

り，結果として，その目標は全社目標とまっ

たく整合しないものになりかねない。もう１

つの選択肢は，予期せぬ影響に直面したとき

に予算を柔軟に修正することである。しかし，

この予算の弾力的修正アプローチにも困難が

ある。利益センターなどの組織単位はプラ

ス／マイナスの予期せぬ事象の影響を数多く

受けるが，それぞれの予期せぬ影響について

誰かに分析させ，それにいかに反応すべきか

を管理者に判断させるにはコストがかかりす

ぎるからである。

第２に，達成可能性の高い予算目標は，管

理者の楽観的な収益見通しによる損害から企

業をまもる働きをする。

通常，予算編成の第一歩は販売予測の作成

で，その売上の予測レベルに生産（サービ

ス）レベルを合わせる。そのときもし予算が

楽観的な収益見通しによって作成されると，

実際には起こりえない収益（活動）レベルを

予想して管理者は資源取得を図ろうとする。

だがそうした取得決定の一部は後々取消しで

きないことが多い。人や特殊な固定資産資源

を取り消すことは難しく，大きなコストがか

かる。だからふつうは，売上（したがって利

益）は比較的保守的に予測して，資源の追加

は確実に必要になったときに取得するのがよ

り安全である。こうした保守的行動には，達

成可能性の高い予算目標が必要である。

第３に，達成可能性の高い予算目標は，ほ

とんどの管理者を勝利者のような高揚した気

分にさせる。

予算達成のいかんで，管理者の心のなかで

は成功と失敗が線引きされる。予算を達成し

た管理者には，報酬（ボーナス・決定の自律

性・高い昇進の可能性）が与えられ，自尊

心・自負心が自ずと高められる。自尊心を満

たされ勝者のごとき心理状態に管理者がいる

ことが組織にとってプラスに働く。自分とそ

の能力に自信がある管理者は熱心に働き，分

別あるリスク・テイクを行いつつ将来に向

かって要求水準を高めようとするものであ

る 。心理学実験の被験者や生産ラインの作
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業者と違って，管理者が予算目標の達成に失

敗したとき，まるまる１年間（分や時間の問

題でなく）を失敗感とともに過ごすようなこ

とになれば，そうした長期にわたる落胆や意

欲喪失は組織にとって損害以外のなにもので

もない。

第４に，達成可能性の高い予算目標は，上

位管理者による組織介入コストを低減させる。

たいていの企業は例外管理の原理を採用し

ている。予算からの不利差異がその必要を示

すとき上位者は下位者の業務に介入（干渉）

する。大方の（80－90％の）管理者が予算を

達成しようとしているとき，トップ・マネジ

メントの関心は，業務上の問題がもっとも深

刻でかつもっとも起こりうる比較的少数の事

態に向けられる。

図２は，生起しうる利益について２つの確

率分布を，すなわち努力し効果をあげている

管理者（効果的管理者）のそれと，努力せず

効果をあげていない管理者（非効果的管理

者）のそれを示したものである。横軸は業績

を示し，非効果的管理者の分布は効果的管理

者のそれの左側にある。予算目標がＡ点に設

定されるとき，効果的管理者の大多数（おそ

らく90％）はその目標を達成するであろう

が，非効果的管理者はそのわずか20％程度

しか目標を達成しないであろう。したがって，

効果的管理者の問題にはほとんど時間が割か

れず，トップ・マネジャーの介入努力はもっ

ぱら非効果的管理者に向けられる。

第５に，達成可能性の高い予算目標は，駆

け引き行動のリスクを低減する。

予算目標の達成は，現在または将来の報奨

（ボーナス・昇進・職の保障など）の期待と

関連しているから，その達成に失敗する危険

にある管理者には，数字を使って駆け引きを

しようとの強いモチベーションが働く。ここ

で駆け引き行動とは，管理者がその業績指標

をより有利に見せようとする行為であり，そ

の行為が分かっても実際の業績にはなんらプ

ラスには作用せず，むしろマイナスに作用す

るものである。具体的には，偽装的な会計実

務（剰余金についての判断の変更や会計方法

の変更）やコスト増につながる業務決定（年

末に売上や利益を意図的に増やすための超過

勤務や予防的な保守作業の延期等）として現

れる。このような駆け引き行動が企てられる

のは，当期の業績を改善するためであり，ま

た目標が達成できそうにもないときには，当

該組織単位の当期業績を削ってでも次期以降

の業績を改善するためであったりする（Jen-

sen,2001a;2001b）。

達成可能性の高い予算目標を設定すること

で組織が直面する第１のリスクは，管理者の

要求水準が，したがってモチベーションおよ

び業績があるべき水準より低くなることであ

る。管理者は業績の最大化を求められないた

め，そのこと自体潜在的に重大なリスクとも

いえる。これに対して，予算目標の超過達成

の程度に応じてインセンティブを与えること

で組織はこのリスクを防ぐことができる。図

３は利益（投資）センターの責任者の典型的

な報酬／結果関数を示したものである。この

図によれば，管理者にはその予算目標を超過

達成した程度に応じて予め決められた最大限

まで報酬が与えられる。予算目標の超過達成

に与えられる報酬が，予算目標をちょうどの

達成したときに与えられる報酬と比べて十分

に高いならば，予算目標の達成が確実であっ

図2 効果的な管理者と非効果的な管理者の予想利
益の確率分布（Merchant,19 98,p.390）
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ても引き続きスラック抑止へのインセンティ

ブが管理者に働くはずである。

達成可能性の高い予算目標の利用が典型的

な企業実践ではあるが，必ずしもすべての予

算目標が達成可能性の高いレベルに設定され

るべきであるということでもない。もし企業

が倒産や重大な債務不履行の危険にさらされ

ている場合には，トップ・マネジャーは管理

者へのサインとしてあえて挑戦的な高い利益

目標を設定して，危急時の短期的な業務遂行

策を指示することがある。トップが事業単位

の戦略の変更（すなわち優先順位を成長より

も短期利益におく）や変化の強制を管理者に

知らせる方法として，管理者の裁量的投資を

制限するためにあえて高い利益目標を設定す

ることもある。また，組織に余剰資源の存在

や管理者交代の根拠をつくりだそうとして，

あえてトップが高い目標を設定することもあ

る。

予算目標設定のもう１つの可能性は，予算

の目的の違い（動機づけ，計画策定あるいは

統制）に応じて楽観的ケース，現実的ケース，

最悪ケース別に複数レベルの目標を設定する

ことである。これは予算へのコンティンジェ

ンシー・プランニング・アプローチである。

しかし，実際には，複数の予算管理目的に応

じて異なる複数の予算を利用している企業は

少 数 で あ る（す で に 述 べ た よ う に，

Umapathy, 1987では回答企業の７％であっ

た（p.139））。

３ 財務的目標の設定にあたって部下の影響

力をどの程度認めるべきか。

目標が交渉されるとき，財務的結果による

コントロール（financial result control）シ

ステムを設計するときぶつかる第３の問題は，

目標設定過程への参加と影響力を部下にどの

程度認めるべきかという問題である 。これ

は，計画や予算をトップダウン式（専制型）

で設定すべきか，ボトムアップ式（参加型）

で設定すべきか，それとも両者の折衷式（協

議型）を採るべきかの問題と言い換えること

ができる。

すべての過程を単純にトップダウン式また

はボトムアップ式で表せるような企業はほと

んどなく，また，財務的目標を設定する権限

に関しては企業の実務の間で違いが見られる

のであるが，ほとんどの企業では部分的にボ

トムアップ式を目標設定過程に取り入れた折

衷式（協議型）が採られているようである。

Umapathy（1987）の調査でも，回答企業の

72％が「下位管理者が目標を提出し，上位管

理者の検討と最終承認を受ける」（p.137）方

式を採用している。トップダウン式（専制

型）でも，ボトムアップ式（参加型）でもな

く，折衷式（協議型）が広く採用されている

ことが明らかである。

トップダウン式（専制型）ではなく折衷式

（協議型）を採ることで，予算案作成段階で

の自らの業績目標の設定過程に下位管理者や

従業員を参加させ，影響力をもたせるわけで

あるが，そのメリットとして何が期待できる

であろうか。

メリットの第１は，「目標達成へのコミッ

トメント」である。自分の業績目標の設定過

程に積極的に関与するとき，従業員は目標が

現在のレベルに設定された理由を理解し，そ

の目標を受容して，その達成にコミットする

図3 利益センターの責任者の報酬と結果（利益）
との関係（Merchant,19 98,p.391）
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可能性が高いであろう（Mia, 1988; Brow-

nell and McInnes,1986.）。

第２のメリットは，「情報の共有」である。

非対称的な情報の偏在を避けるうえで，そう

した目標設定過程が，事業の将来的可能性や

企業の選好と資源についての情報を共有する

過程になる。当該事業あるいは作業にもっと

も近接した管理者または従業員は，当該事業

または作業の潜在可能性とリスクについて上

位管理者に，他方で，トップ・マネジメント

は企業全体のプライオリティと制約条件につ

いて下位管理者に情報を提供することで，情

報の共有が促進される（Dunk,1993;Shields
 

and Young,1993.）。

第３のメリットは，「認知面」にある。目

標設定過程への関与を通して，期待が明確と

なり，目標達成への最良の方法について従業

員に考えるきっかけを与えるという効果があ

る。考えることで学習し，それがプロセスの

改善やイノベーションにつながっていくと考

えられる 。

もちろんどのようなときにもすべての従業

員や管理者を，計画設定や予算編成過程とく

に業績目標の設定過程に関与させられるべき

だというわけではない。そこで，目標設定過

程をトップダウン式で行うことで好結果がえ

られる対照的ケースにも触れておく必要があ

ろう。

第１のケースとして，トップ・マネジメン

トが現在の事業とその見通しについて十分な

知識をもって，あるいは，部下が持つ知識を

取り入れて，適切に挑戦的な業績目標を設定

するときには，トップダウン式でも業績目標

を有効に設定することができる。しかし実際

には，トップダウン式で目標を有効に設定す

るに十分な知識をトップがもっているのはま

れである。所定の活動または作業が定型的な

場合や，過去の傾向からの予測によって技術

的に目標を設定できる場合などのケースに限

られる（Brownell and Dunk, 1991; Brow-

nell and Merchant, 1990; Brownell and
 

Hirst, 1986）。こうしたケースでは，ボトム

アップ過程の形を通して目標を交渉する必要

がない。したがって，事業と条件にさしたる

変化がない場合には，トップに業績目標設定

に十分な知識と理解がありさえすれば，トッ

プダウン式でも十分有効なはずである。ボト

ムアップ式で予算が作成されているときでさ

え，トップにそうした十分な知識があれば，

業績目標の最終決定に大きな影響力を及ぼす

ことができるはずである。たとえば，業績目

標を高く設定できない理由をあれこれ部下が

主張しても，トップに十分な知識があれば，

それにほとんど耳を傾ける必要がないからで

ある。

トップダウン式で目標設定が有効な第２の

ケースとしては，業績を比較評価するための

確かな情報をトップがもっている場合である。

たとえば，安定した環境で同質的な組織（た

とえば同じコンセプトの小売アウトレット

店）を多数管理しているような場合などであ

る。

トップダウン式での目標設定が有効な第３

のケースとしては，ロワー・マネジメントが

予算管理に疎い場合である。トップダウン式

による目標設定が小規模企業に共通して見ら

れるのはこの理由からである。小規模企業の

現場管理者は技術的熟練度は高くても，管理

と財務の教育と経験の面で不足しているのが

ふつうである。

むしろトップダウン式で目標設定をすべき

ケースとして，第４に，ロワー・マネジメン

トの考えが逆機能的に働く傾向がある場合で

ある。そうした場合に対しては，トップ・マ

ネジメントは，正確さが実際に証明された習

熟曲線モデルがあれば，それを使って標準を

設定し直すべきであるし，また，新しいテク

ノロジーが物事のやり方に構造的変革をもた

らし，劇的に事業の見通しを変えるならば，

過去の業績標準が陳腐なものになってしまう
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ため，トップは標準の設定し直しが必要にな

ろう。

トップダウン式目標設定過程を利用すべき

最後の第５のケースとしては，ロワー・マネ

ジメントが予算の中にコントロール不能なバ

イアスを持ち込む傾向のある場合である。バ

イアスによって組織の業績目標は最適レベル

と比較して高めに設定されたり，低めに設定

されたりする。たいていの管理者は保守的バ

イアスをもっていて，目標設定過程への関与

の機会を，目標を低めに設定する機会として

利用する。目標が低めに設定されれば，目標

達成の確率は高まり，管理者の報酬の可能性

が増し，より小さな努力で目標の達成が可能

になる。しかし，なかには楽観的バイアスを

もつ管理者がいる。とくに売上拡大志向の強

い起業家タイプの管理者はそうである。こう

した管理者の中には，達成感を求めてチャレ

ンジを欲したり，自分の利益を無視して企業

の業績改善にコミットする者もいる。追加資

源を求めて競争する攻撃的タイプの者もいる。

こうしたバイアスをトップがコントロール

できる場合もある。本当のことを隠したり改

竄したりしないと評判の高い人を管理者のポ

ジションに選抜したり，本当のことを何より

も重視し評価するインセンティブ・システム

（truth-inducing incentive system）を実施す

ることでバイアスをコントロールしようとす

るわけである。本当のことを重視し評価する

システムが，高い業績目標の設定とその達成

を促進し，かくして，目標設定の保守主義と

いう共通傾向を克服するのである 。

トップダウン式目標設定にはこうした利点

があるが，トップダウン式過程を用いる場合

には，ボトムアップ式過程が有するメリット

の多くを断念しかねないことを十分考慮して

利用しなければならない（Clinton and
 

Hunton, 2001）。トップダウン式過程には部

下の目標達成へのコミットメントが失われる

リスクがある。手際よく熱心に働く管理者で

あれば高い確率で達成できるはずの目標を

トップ・マネジャーが設定できたとしても，

もし現場管理者が達成可能性の認知を共有し

ていなければ，そのやる気をそいでしまう

（Libby, 1999）。その結果，モチベーション

が失われれば達成可能性が低下することにな

る。

以上において，業績目標設定過程において

部下にどの程度のオートノミーを認めるべき

かをめぐって，ボトムアップ式（参加型）と

トップダウン式（専制型）のそれぞれが有効

なケースを取り上げて考察した。そこから，

トップの最終的意思決定権限で制約しつつ，

部下による業績目標の設定過程への参加を許

容する折衷式（協議型）が今日なぜ実務で広

く採用されているかが理解できるであろう。

本節ではMerchant（1998；2003）にした

がって，業績目標のレベルと設定方式に関し

て一般的考察を行い，目標レベルについては

「達成可能性の高い目標」が，そして設定方

式についてはボトムアップ式とトップダウン

式とをミックスした「折衷式（協議型））が

広く一般に用いられている現状を考察した。

しかし，現実には，経済活動のグローバル

な厳しい競争環境の下で，絶えず業績を上げ

ていくため多くの企業ではハイストレッチな

（意欲的で高い）業績目標が採用されている。

そこで次節では，この傾向に注目して，ハイ

ストレッチな業績目標の設定方式と国民文化

（国民性）との適合関係について Chow他

（2001）にしたがって考察してみよう。

ハイストレッチ業績目標の設定方

式の有効性は国民文化（国民性）

の影響をいかに受けるか

一般に目標設定への参加ないしコミットメ

ントが要求水準（したがってモチベーショ

ン）を高め，業績を高めると考えられるが，

無制限に参加を認めボトムアップ式を採った
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場合，部下はあえて自分にとって厳しいハイ

ストレッチな高業績目標を設定しないであろ

う。したがって，絶えざる業績改善のために

は，予算過程の影響の問題として，部下にど

の程度の参加をしたがってコントロール（自

律性）を許容すべきかに関して，一般的には

協議（相談）型が― そしてケースによって

は専制型（トップダウン式）が― 採用され

るのが今日の共通した実務であることが明ら

かになった。

実務を理解するために，前節での基礎的考

察を受けてさらにここで検討すべき課題は，

文化（国民文化）的要因がどのように影響を

及ぼすかについてである。ミドル以下の管理

階層における予算編成と意思決定過程への参

加がプラスに作用するといった単純なもので

はなく，文化（国民文化）の違いによっては

プラスにもマイナスにも作用しうることが指

摘されている（Brownell  1982; Hofstede
 

1991;Daley, et al. 1985）が，しかし実際に

その検証を試みた研究は少ない。その数少な

い一つが Chow,Lindquist,and Wu（2001）

の研究で，それはアメリカ（米国）と中国

（台湾）の国民文化（国民性）の違いが業績

目標設定方式の有効性にどのような影響を及

ぼしうるか，したがって，文化や国民性の違

いによって有効な目標設定方式がいかに異な

るかを実証しようとしていて，ここでの考察

に大変参考になる。

Chow他（2001）の研究のねらいは，ハイ

ストレッチ業績目標の有効性について，文化

の４つの次元のうちのとくに「権力格差」

（power distance）と「個人主義／集団主義」

（individualism/collectivism）の２つの次元

にみる国民文化の相違と参加との関係から仮

説をたてて検証することにある 。

ここで権力格差とは，社会や組織における

不平等を表す操作的概念で，「それぞれの国

の制度や組織において，権力の弱い成員が，

権力が不平等に分布している状態を予測し，

受け入れている程度」（Hofstede1991, p.262，

邦訳 p.267）と定義される。要約すると，権

力格差の小さい国では，部下は上司に一方的

に依存するのではなく，上司から相談される

ことを好んでいる。権力格差の大きい国では，

部下は上司にかなり依存し，部下の反応は，

多くはそのような依存関係（専制的あるいは

温情主義的スタイルの上司に仕えること）を

好む。一部にそのような依存関係を拒否する

反応（反依存）があり，両極端のパターンも

見られるが，一般に，権力格差の大きい文化

の成員は，個人間の不平等は最小化されるべ

きだと信じる権力格差の小さい文化の成員と

比べて，個人間の不平等とその制度化を受け

入れやすく，部下は上司の決定や命令を受容

する傾向がある。部下は上司が自分より賢い

ことを期待し，意思決定に部下を関与させる

上司をむしろ不毛なリーダーシップのしるし

と見る。それに対して，権力格差の小さい文

化の成員は，自分を上司と等しい権利をもつ

と見て，自分に影響のある決定については相

談（協議）がなされることを期待する。

表１で見るように，アメリカ人と中国（台

湾）人の権力格差の得点は40と58であった

（なお日本人はその中間の54である）。アメ

表1 Hofstedeによる国別の文化的次元の各指標値

個人主義 権力格差 不確実性回避 男らしさ

（IND） （PD） （UA） （MASC）

オーストラリア 90 36 51 61

ブラジル 38 69 76 49

カナダ 80 39 48 52

フランス 71 68 86 43

ドイツ 67 35 65 66

イタリア 76 50 75 70

メキシコ 30 81 82 69

オランダ 80 38 53 14

イギリス 89 35 35 66

アメリカ 91 40 46 62

台湾 17 58 69 45

韓国 18 60 85 39

日本 46 54 92 95

（Doupnik,T.S.and G.T.Tsakumis (2004),p.9表
１を加筆修正）
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リカ合衆国憲法に見られるように，アメリカ

文化は個人間の平等を強調しており，他方，

中国文化はハイアラーキーを重視し，上位の

人間には下位の者より幅広い特権と権威が与

えられるものとみる。

個人主義と集団主義は相互に対極の関係に

あり，個人主義を特徴とする社会では，個人

の利害が集団の利害よりも優先され，その意

味で，個人と個人の結びつきはゆるやかであ

る。それに対して，集団主義を特徴とする社

会では，集団の利害が個人の利害よりも優先

され，人は，生まれた時から，成員同士の結

びつきの強い（凝集性の高い）内集団に統合

されて，内集団に忠誠を誓うかぎりその集団

から保護される 。

個人主義文化では，個人は集団・組織から

情動的に独立し，組織への関与は打算的な傾

向がみられ，また個人のイニシアティブを許

容するマネジメント実務が選好される。他方，

集団主義では，集団・組織に情動的に依存し，

組織への倫理的関与が傾向としてみられ，組

織に個人を結びつける忠誠心と責務の感覚の

上に立った実務を好む傾向がある。

表１では，アメリカ人と中国人の個人主義

のスコアは91と17である（日本は中間の

46）。欧米のマネジメントの理論と実務は利

己的動機と個人主義の前提のうえに成り立ち，

他方，対照的に，中国（台湾）文化では，個

人の利益より集団の利益を優先させるマネジ

メントが強調される 。

さて，権力格差と個人主義／集団主義との

相関関係については，図４から権力格差の大

図４ 権力格差の次元と個人主義／集団主義の次元における50カ国と３つの地域の位置
（Hofstede,19 91,p.54，邦訳 p.55）

― ―59

財務的業績目標と文化的要因(内田)



きいほど集団主義的であり，権力格差の小さ

い国ほど個人主義的であることがわかる。権

力格差と集団主義との相関が図４の左下と右

上を結ぶ対角線あたりに分布している国々の

位置に見られる（Hofstede, 1991, p.54，邦

訳 p.55）。

さて，参加型予算と従業員の満足および業

績との関係について考えるとき，参加は，権

力委譲（自律性）がどの程度許容されるかで，

一方の極の一方的意思決定から他方の極の権

力の完全共有に至るまでの連続性の中で３つ

のスタイルが識別できる。

一方の極の低レベルの参加には，①意思決

定への部下の参加をほとんどあるいはまった

く認めない「専制的（非参加型）意思決定ス

タイル」，中間点に，②部下との問題の共有

を許容する「協議（相談）スタイル」，そし

て対極に，③部下から提案された解決策を上

司が受け入れる「集団意思決定スタイル」が

ある。

Chow他（2001）は，参加とハイストレッ

チ業績標準と業績との３者の有効な関係につ

いて比較文化論的実験を行うにあたって，集

団意思決定スタイルの下で自己決定される業

績標準は決してハイストレッチなものにはな

りえないという理由で，③の集団意思決定ス

タイルははずす。そのうえで，専制型（非参

加型）または協議型（中程度の参加型）とハ

イストレッチ業績標準と業績との関係に国民

文化の相違がどのように影響を及ぼすかを仮

説をたてて検証しようとする。

先ず，ハイストレッチ業績標準に対する反

略式表記 国または地域

ARA アラビア語圏の国々

（エジプト，イラク，クウェート，レバ

ノン，リビア，サウジアラビア，アラブ

首長国連邦）

ARG アルゼンチン

AUL オーストラリア

AUT オーストリア

BEL ベルギー

BRA ブラジル

CAN カナダ

CHL チリ

COL コロンビア

COS コスタリカ

DEN デンマーク

EAF 東アフリカ諸国（エチオピア，ケニア，

タンザニア，ザンビア）

EQA エクアドル

FIN フィンランド

FRA フランス

GBR イギリス

GER 旧西ドイツ

GRE ギリシア

GUA グラテマラ

HOK 香港

IDO インドネシア

IND インド

IRA イラン

IRE アイルランド共和国

ISR イスラエル

略式表記 国または地域

ITA イタリア

JAM ジャマイカ

JPN 日本

KOR 韓国

MAL マレーシア

MEX メキシコ

NET オランダ

NOR ノルウェー

NZL ニュージーランド

PAK パキスタン

PAN パナマ

PER ペルー

PHI フィリピン

POR ポルトガル

SAF 南アフリカ共和国

SAL エルサルバドル

SIN シンガポール

SPA スペイン

SWE スウェーデン

SWI スイス

TAI 台湾

THA タイ

TUR トルコ

URU ウルグアイ

USA アメリカ

VEN ベネズエラ

WAF 西アフリカ諸国（ガーナ，ナイジェリア，

シエラレオーネ）

YUG 旧ユーゴスラビア

表２ 国と地域の略式表記（Hofstede,19 91,p.55，邦訳 p.56)
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応はアメリカ人と中国人（台湾人）とでは異

なることが予想される。中国人は，個人主義

的で権力格差の小さいアメリカ人と較べて集

団利益への関心が強く，上司の命令を進んで

受容する意思が大であるので，ハイストレッ

チ業績標準への満足度は高いと予想される。

そこで，

仮説１：文化は標準設定過程にたいする満

足度に相当程度影響を与えるであろう。そ

の場合，アメリカ人被験者は中国人被験者

と較べて満足度はかなり低いであろう。

次に，協議（相談）を通じて標準が設定さ

れる場合，アメリカ人と中国人とのハイスト

レッチ業績標準にたいする満足度の相違は，

そうした協議が許容されない場合と較べて，

より小さいと予想される。アメリカ人は，そ

の低権力格差と高個人主義のゆえに，ハイス

トレッチ業績標準設定への協議に好意的に反

応すると予想される。他方，ハイストレッチ

業績標準にたいする中国人の満足度は，その

高権力格差と高集団主義のゆえに，協議が認

められる場合には低下するはずである。すな

わち，ハイストレッチ業績標準にたいするア

メリカ人の満足度は中国人と比べると低いが，

この差異は標準設定に参加する機会によって

縮小されるであろう。かくして，次のような

仮説がたてられるであろう。

仮説２：文化と参加は相互に作用し合うで

あろう。協議スタイルによって業績標準が

設定される場合の満足度は，専制スタイル

で設定される場合と較べて，アメリカ人被

験者ではより高く，中国人被験者ではより

低くなるであろう。

最後に，権力格差と個人主義／集団主義の

２つの次元でのアメリカ人と中国人の相違は，

ハイストレッチ業績標準必達への執着心

（adherence）に違いを生むであろう。ハイ

ストレッチ業績標準は，企業のために長期で

密度の高い作業努力を通して自己犠牲を払う

ことを従業員個人に対して要求する。中国人

は集団主義が強く権力格差が大であるから，

会社のために一所懸命に働くようにとの上司

の命令をすすんで支持することが予想される。

逆に，アメリカ人は，ハイストレッチ業績標

準が協議して設定されるときには，それへの

執着心を高めるはずである。すなわち，アメ

リカ人は中国人と較べて，ハイストレッチ業

績標準の必達にそれほど執着しないであろう

が，その差は標準設定過程への参加の機会に

よって縮小されるであろう。かくして，次の

ような仮説がたてられる。

仮説３：文化は，ハイストレッチ業績標準

の必達に対する執着心に相当程度の影響を

及ぼすはずである。一般に，アメリカ人被

験者の必達への執着心は中国人被験者と比

べてかなり低いであろう。

仮説４：文化と参加との間に相当程度の相

互作用があるはずである。そのさい，協議

スタイルによって業績標準を設定した場合，

専制スタイルでの場合と比較して，アメリ

カ人被験者はハイストレッチ業績標準の必

達への執着心をより高め，反対に，中国人

被験者はそれを低下させるであろう。

以上を要約すれば，高い業績目標を達成し

ようとすれば，権力格差の認識が弱く，個人

主義の強いアメリカ人には協議スタイルを用

いて意思決定へのコミットメントを促し，そ

れに対して，権力格差を受容する傾向が強く

集団主義の強い中国人には，専制スタイルで

指示するほうが有効であろう，というもので

ある。

Chow他（2001）は，こうした仮説検証の

ために実験室実験を行ったが，実験が両国と

もわずか１大学のしかも限られた数の学生を

対象に，アウトプットが肉体的努力の関数で

あるような単純かつ反復的なタスクについて

行われたものであることから，その結果の妥

当性には限界が指摘される。Chow他

（2001）もその点は自ら認めているところで

あり，その点でいまだ試論の域を出るもので
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はない。しかし，マネジメント・コントロー

ルの有効な仕組みを設計するにあたって，国

民性の違いを一つの重要な要因としてどのよ

うに考慮すべきかは，彼らが仮説設定の根拠

にした先行研究からも十分示唆されている。

お わ り に

財務的業績目標は財務的結果に焦点をあて

たコントロールシステム（financial  result
 

control system）を構成する重要部分である。

従業員のモチベーションと業績評価の信頼性

にたいして業績目標が及ぼす影響は大きい。

財務的業績目標は，モデルに基づく目標，

歴史的な目標，交渉による目標，内部から導

出した目標か外部から導出された目標か，固

定的目標か弾力的目標かといったようにさま

ざまに分類できるが，一般には，いかなる目

標を用いるべきかについてはごく単純で限ら

れた処方箋しか与えられていない。活動が定

型的なものであれば，エンジニアド・スタン

ダード（engineered standards）が用いられ

るべきであるが，しかし，ほとんどの目標に

関わる決定はその時その場の状況に依存する

ものである。

第 節では，財務的業績目標問題に関連し

て，どの程度の挑戦レベルが最適か，部下に

目標設定への影響度をどの程度認めるべきか

の主要な２点について考察した。明らかに

なったことは，こうした意思決定を行うにあ

たっては多くの代替案とトレードオフを考慮

しなければならないということであった。

脱予算経営論の展開などに見る，企業の計

画・予算システムにたいする批判の多くは，

業績目標の交渉に伴う欠陥に集中的している。

目標の交渉にいくつかの大きな欠点があるの

は事実である。交渉過程にはコストがかかる。

そこで企業では年度単位でこの過程を行うの

が一般的であるが，前もって設定された目標

は，時間が経過するほど，さらにとくに事業

の動きが速いほど，陳腐化しやすい。交渉過

程はまた，予算スラックを作り出すためにプ

ライベート情報を共有したがらないといった，

政治的行動（politicking）や駆け引き行動

（gameplaying）を増幅しうる。とはいえ，

目標の交渉には利点もあり，長年にわたって

業績目標の交渉を認めることで好結果を生み

出している企業も多くある。その意味で，目

標の交渉を許容すべきではないというのは単

純すぎて適切ではない。

実際には，トップまたは上位管理者の最終

決定権限の制約の下で交渉過程でボトムアッ

プ式（参加型）を取り入れる「折衷式」（協

議型）が企業実践として広く採用されている

ことは第 節で見たとおりである。

それでは，折衷式（協議型）の有効性にど

の程度普遍性があるだろうか。第 節では国

民文化（national culture国民性）という

ファクターを媒介項に置いて，それが目標設

定方式の有効性にどう影響するかを，Hof-

stede（1991）や Chow他（2001）の研究に

したがって考察した。

いまだ仮説の域を出ていないともいえるが，

ハイストレッチな業績目標を設定するにあ

たっては，アメリカ人には折衷式（協議型）

が有効であるのに対して，中国人にはむしろ

トップダウン式（専制型）が有効であること

が示唆された。国民性の影響は，有効なマネ

ジメント・コントロール・システムを設計・

運用するうえで看過してはならない重要な要

素だということである。

注>

１）Anthony（1965）は，戦略計画設定（strate-

gic planning）とマネジメント・コントロールが

実際には一つの連続体ではあるが，両者の違いを

説明するための便宜上概念的に区別した（pp.

30-31，邦訳 p.37）。

戦略計画設定は，「組織の目的，これらの目的

の変更，これらの目的達成のために用いられる諸
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資源，およびこれらの資源の取得・使用・処分に

際して準拠すべき方針を決定するプロセス」（p.

24，邦訳 p.29）と定義され，さらに戦略計画設

定ということは，組織の性格もしくは方向を決定

しまたは変更する「長期的な計画および方針の設

定に関するプロセス」（p.24，邦訳 p.29）と述べ

られている。この戦略計画設定の定義には，①目

的の選択と，②この目的を達成する方法の計画が

含まれ（p.26，邦訳 p.30），プログラミング＝長

期計画は戦略計画設定の一部と考えられていた。

しかし，Anthony（1988）では一転してプロ

グラミング過程はマネジメント・コントロールの

一部とみなされる。「アンソニー（1965）では，

プログラミング過程が戦略計画設定の一部と考え

られるべきか，それともマネジメント・コント

ロールの一部とみられるべきか愚考したが，今や

プログラミングはマネジメント・コントロールの

一部分であると確信している」（p.81）。その理由

は，「戦略計画設定は，組織の目的とその目的を

達成するための主要な戦略を決定する過程であり，

それに対して，プログラミングの過程は，これら

の目的や戦略を基本的に所与ものとして受容して，

戦略を実施することがそこでの狙いだ」（p.81）

からである。

その後，戦略計画設定（strategic planning）

は戦略策定（strategy formulation）と区別され，

後者は新たな戦略を決定する（strategic deci-

sion）過程をいい，前者はそうした戦略をいかに

実施するかを決定する過程をいうもので，具体的

には戦略計画（strategic plan）として表される

（Anthony and Govindarajan, 2007, pp.330-

331）。

戦略計画を作成する大きなメリットは，それが

有効な業務予算の策定を促進することである（p.

332）。戦略計画設定の重要なメリットは，主要な

戦略オプションを支持してそれに最適な資源配分

を決定することを促進することにあり，予算編成

過程で賢明な資源配分を行いうるようにオプショ

ンの範囲をいかに狭めるかが戦略計画設定の過程

であると解されている。

このように戦略計画設定と予算編成とを密接不

可分の関係にあるものと捉えていることからも明

らかなように，マネジメント・コントロール（＝

戦略の実施を課題として管理者が他の成員に影響

力を行使する過程（p.６））の局面は，明示され

てはいないが，戦略計画設定⇒予算編成⇒業務

執行と測定⇒報告と分析（評価）のクローズ

ド・ループを成すものと理解されていると思われ

る。

２)なお，わが国においてかつて中山隆祐教授と溝

口一雄教授との間で予算のタイトネスの有無に関

して論争が行われたことがある。一方でタイトな

消費量標準によるインプット管理を重視し，他方

で棚卸評価の基準としても有効な二元的標準原価

計算を積極的に実践してきた中山教授にとっては，

アウトプットを期間的に管理する手段である予算

は「予想される実際」を表すべきで，したがって

予算にタイトネスは認められないと主張した。こ

れに対して，溝口教授は，トップの利益計画をう

けて予算は利益統制する手段である以上，程度の

差はあれ規範値としてタイトネスが認められると

の立場から中山教授を批判した。ここでは，予算

のタイトネスをめぐる中山・溝口両教授間の論争

に立ち入ることはしないが，その要旨と意義につ

いては板垣（1978）を参照されたい。

３)中山・溝口両教授による論争にも関連するが，

利用目的の違いにしたがって計画予算と統制予算

を併用する「二重予算」を採用する企業が少数と

はいえ存在するので，これについて触れておく。

予算は，経営者が次期の予測と準備を行い，資

源を入手し，活動を調整し，機会をとらえ，落と

し穴を回避することを可能にするなどの計画目的

のために利用される。この目的のためには，「予

想される実際の」（expected actual）要求水準が

要件となる。

しかし同じ予算はコントロールの基準としても

利用される。この目的のためには，「達成目標」

（ターゲット）の要素を構成する予算が，組織の

モチベーションの面で利点がある。

予算の利用目的の二重性（duality）が組織に

コンフリクトを生みうるが，その解決には選択肢

として次の４方法が考えられる（Coates, et al.,

1989,pp.30-31）。

１ 計画目的のために予算を予想される実際に基

づいて作成するが，達成目標／モチベーション

要素を提供するために目標管理（MBO）など

の別のコントロール手段を利用する。

２ コントロール目的のためにターゲットを基に

予算編成するが，他方で，計画差異予算をター

ゲットから差し引いて「予想した実際」

（expected actual）に変換する。

３ ターゲット／コントロールに基づいて予算編

成するが，他方で，必ずしもすべてのターゲッ

トが実現されないことを予想して，未達の利益

目標の実現に向かって資源と支出の水準をきび

しく抑制する。

４ 計画予算と統制予算を別個に作成する。すな

わち，業務活動のコントロールのためにはコン
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トロール予算を使い，トップマネジメント報告

のためには計画予算を利用する。

おそらく２，３，４の方法は１と比べるとより

リスクが高いと考えられる。ターゲット・レベル

の利益が達成あるいは達成されようとしているこ

とを知る前に，ターゲット・レベルで資源と支出

がコミットされる危険が常にあるからである。そ

のうえに，次のような可能性も予想される。

⒜ 目標達成が実際には期待されていないことを

予算執行責任者がやがて知ると，かれの努力，

モチベーション，要求水準は低下する。

⒝ ２種類の帳簿がつけられていることが知れる

ところとなれば，マネジメント，予算，会計情

報にたいする信頼や評判が落ちる。

コントロール予算は，参加の利点と個人のモチ

ベーションを実現する可能性をもっとももつもの

であるが，予想される利点と欠点のトレードオフ

関係が慎重に考慮されるべきである。

４)全社目標値のレベルについて，わが国の調査

（日本生産性本部1981,p.26）でも，東証１部上

場企業の回答企業258社中，「企業のあるべき理

想的水準」1.6％（４社），「実勢を反映した期待

水準」24.0％（62社），「過去の平均水準」0.4％

（１社），「その他・無回答」1.5％（４社）に対し

て，「努力目標ある期待水準」が72.5％（187社）

であった。

５)この点で，Locke and Latham（1990）は要求

水準に影響を及ぼす諸要因についてこれまでの研

究を総括しているので参照されたい。

６)予算編成過程への参加については，Brownell

（1982）や Shields and Shields（1998）で詳しく

検討されている。

７)Merchant and Van der Stede（2003）はそう

したボトムアップ式を取り入れたことで顕著な成

果をあげた例として GM とトヨタとのジョイン

トヴェンチャーでカリフォルニア州フリーモント

に拠点をおくNew United Motor Manufactur-

ing Inc.（NUMMI）をあげている。

この JV設立の前は，ある経営者はフリーモン

ト工場を「世界最悪の工場」と呼んだ。生産性，

品質，欠勤率，労働組合の好戦性の点で GM 最

悪の工場にランクされていたのである。それまで

は GM の生産管理システムは専門のインダスト

リアル・エンジニアが作業標準を設定していたが，

JVではこれを改め，作業員に自分の標準を設定

することを認めた。作業員の85％が GM の従業

員リストから再雇用されたにもかかわらず，最初

の２年内で，NUMMIの生産性は GM の工場の

中で第１位になり，欠勤率は20－25％から３－

４％に低下し，彼らの仕事への満足度は著しく高

まった。

作業標準の設定にボトムアップ式を取り入れた

ことがフリーモント工場の改善をすべて説明する

ものではない（新しい生産システム，工場閉鎖へ

の恐れ，従業員選抜，チーム制といったすべてが

寄与している）であろうが，自分自身の作業標準

を設定する権限を従業員に与えたことが改善のか

なりの部分を説明することは明白である。なぜな

ら，その変更が従業員にとっては，自分たちが

チームの重要な一員であり，会社が単に管理の場

ではないとの強いサインと受けとられたからであ

る。だから従業員は手際の良い集中した仕事振り

でそれに応えたのである。

８)なお，truth-inducing (incentive)systemsにつ

いては，Kirby, et al., 1991;Chow, Hirst, and
 

Shields,1994;Waller,1988を参照

９) Chow他（2001）は，Hofstede（1980；

1991）の国民文化の操作的概念を基礎においてい

る。Hofstedeは，国民文化を「ある集団または

社会の成員を他の成員から区別する人間心理

（mind）の集合的プログラミング」（Hofstede,

1980, 25；邦訳 p.12）と定義し，仕事に関連した

国民文化について，①権力格差（power dis-

tance），②個人主義／集団主義（individualism/

collectivism），③男らしさ／女らしさ（mascu-

linity/femininity），④不確実性の回避（uncer-

tainty avoidance）の４つの次元（後に儒教ダイ

ナミズム（Confucian dynamism）が第５の次元

として追加される）について調査分析し，これら

４つの次元を組み合わせて国民文化の違いがそれ

ぞれの国の組織をつくり上げるさいの様式にどの

ように影響を与えるかを明らかにしようとしてい

る。なお，各次元について，

PD：PDが高い社会の特徴は，不平等およびそ

の階層的制度化（「ふさわしい」場所に人々を

配置する）の受容である。逆に，PDの低い社

会の特徴は，人間間の不平等を最小にすべきで

あるとの規範価値である。またその限りで，階

層は社会や組織内に存在するが，それは管理上

の便宜のためにのみ存在するものである。

IND：所属する集団よりむしろ自分自身に焦点

をあてる人は特徴として IND指数が高い。逆

に，個人が全体として内集団関係からのみ見ら

れるとき，IND指数が低いのが特徴である。

社会の基本単位として見られるのは個人ではな

くて集団である。

UA：Hofstedeによれば，UA次元の高い社会は，

成文または不成文の行動ルール，組織構造の公
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式化，手続きの標準化に依拠して不確実性また

は曖昧さ低減することを選好する。対照的に，

UA次元の低い社会は，自分と違う行動や意見

により弾力的で寛容である。

MASC：MASC次元が高い点の社会は，競争と

物質的成功の実現を特徴とする社会である。逆

に，それが低い社会は，女性的とみられ，高い

生活の質を支援し実現することを特徴とする社

会である。

ところで，Chow他（2001）は，台湾のデータ

を中国のそれと同じとみなしている。それは根拠

としたHofstede（1980；1991）に台湾のデータ

しかなかったためであるが，Hofstedeの調査研

究を基礎にした Intercultural Business Commu-

nication Toolでは中国と台湾は次のように比較

されている（下図参照）。台湾と同様に中国の権

力格差の指数は高く，個人主義の指数が低いこと

が示されている。したがって，ここでのアメリカ

と台湾との比較考察がほぼそのままあてはまると

言ってよいであろう。

h t t p://w w w.k w i n t e s s e n t i a l.c o.u k/

intercultural-business-communication/tool.

php?culture1＝48&culture2＝52h

10)集団主義についてはいろいろな定義が可能であ

る。一般に，個人の利益より集団の利益を優先し

たり，集団で行動することを好む傾向が強い文化

を集団主義文化と理解する。日本文化はこうした

集団主義文化であるため，日本的経営も集団主義

的傾向を強くもっていることが「常識」になって

いる。

それに対して山岸俊男教授は，実験によって，

集団行動から離脱する傾向＝個人主義的な行動が

アメリカ人より日本人のほうが高いことを明らか

にしている。

実験では，３人一組の合計得点で３人平等に報

酬が与えられる作業が20回繰り返される。努力

して成果をあげた人も，だらだら作業した人も報

酬は同じ金額である。そこで「馬鹿ばかしくて

やってられない」と思う人には，グループから離

れて一人で報酬（ただし，１点あたりの報酬金額

が半分になる）をもらうオプションが用意されて

いる。

日本人は集団主義的でアメリカ人は個人主義的

だという常識からすれば，日本人よりアメリカ人

のほうが，グループから離脱して一人で報酬を受

け取る一匹狼的行動をとりやすいと考えられる。

ところが，実験の結果，アメリカ人が20回のう

ち平均１回程度に対して，日本人の場合は平均８

回程度離脱していることが明らかにされた。

この実験結果をどう理解したらよいのだろうか，

山岸は，集団主義文化を個々の日本人の心の中に

ではなく，日本社会の構造の中に見いだす。「日

本社会で人びとが集団のために自己犠牲的な行動

をとるのは，人びとが個人の利益より集団の利益

を優先する心の性質をもっているからというより

は，人びとが集団の利益に反して行動するのを妨

げる社会の仕組み，特に相互監視と相互規制の仕

組みが存在しているからだ，と考えるとうまく説

明できる。実験前後はもちろん実験中も直接に対

面しない集団を実験室に作って，相互監視・制裁

が不可能な状況を設定すると，日本人のほうがア

メリカ人よりも非協力的になったり一匹狼的にな

るという。日本人の集団への協力が，互いの行動

の監視と制裁により成り立っているというのであ

る（山岸1990，1998，1999）。

11)この点については Bond,et al.,1982;Hofstede,

1991; Leung and Bond, 1984; Redding and
 

Wong,1986を参照。
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